
日本関係情報 

外国の立法 (2011.11)                    国立国会図書館調査及び立法考査局 

【韓国】 日本企業に対する入札制限を求める意見の委員会採択 
菊池 勇次 

（本稿は、海外立法情報課が執筆を依頼したものである。） 
 
＊2011 年 9 月 1 日、韓国国会企画財政委員会全体会議において、太平洋戦争時に徴用韓国人

を使用し、補償問題等が未解決の日本企業に対し、WTO 政府調達協定の開放対象ではない

公共機関の入札への参加を制限するよう、企画財政部に努力を求める意見が採択された。 

 
 
経緯 

 2010 年 8 月 27 日、上記の日本企業に対する入札資格制限の実施を韓国政府等に義

務づける「国家を当事者とする契約に関する法律一部改正法律案」が議員立法として

国会に発議された。  
 同法案を代表発議した李明洙（イ・ミョンス）議員（自由先進党）は、入札制限の

意味と役割について、2010 年 7 月に三菱重工と韓国の元勤労挺身隊員との補償交渉が

始まったことを挙げ、「中国は日本戦犯企業の入札を禁止している。こうした中国政府

の強硬な対応により、2010 年には（中略）西松建設が中国人被害者及び遺族に公開謝

罪し、和解金を支払った。これを教訓とし、韓国政府も入札制限等の積極的な努力を

行う必要がある」と主張した。  
 しかし、韓国国会企画財政委員会の審査では、同改正案の趣旨には共感するが、WTO
政府調達協定における内国民待遇及び無差別待遇の原則に違反するおそれがあるとの

意見が出され、2011 年 4 月 7 日の同委員会経済財政小委員会において、協定に違反せ

ずに同改正案の趣旨を生かす方法を同委員会と政府で協議することが決まった。  
 その結果、8 月 18 日の同小委員会において、企画財政部が政府調達の開放対象外の

機関（地方自治体及び 263 の公共機関等）に対し、「協定上の開放対象公共機関でない

場合には、国家契約法及び公企業・準政府機関契約事務規則に基づき、原則的に国内

業者を対象に入札を実施しなければならず、契約の目的や性質によりやむを得ない場

合に限り、国際入札を実施することができる」との指針を下す案が提示された。  
 この指針案に対し、李庸燮（イ・ヨンソプ）同小委員長（民主党）は、開放対象外

の機関である航空宇宙研究院による人工衛星打上げを三菱重工が受注した例を挙げ、

排除すべきは国際入札ではなく戦犯企業であると指摘した。この指摘を受け、企画財

政部側は同改正案の趣旨を直接指針に盛り込むことに同意し、修正された指針の内容

を軸に意見の採択を行うこととなった。  
 そして、8 月 22 日の同小委員会で意見（法的拘束力はない）が賛成多数で可決され、

同委員会全体会議に送られた。なお、与党・ハンナラ党の李漢久（イ・ハング）議員

は「第二次大戦時に何かしたからといって、今になってペナルティーを与えなければ

ならないという考えは、少しおかしいのではないか」と唯一反対し、少数意見として
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記録された。  
 最終的に、9 月 1 日の同委員会全体会議において、同改正案を本会議に送らず廃案

とすることが可決されるとともに、以下の内容の意見が採択された。 

 

意見の全文 

 企画財政部は、政府調達協定に違反しない範囲で開放対象ではない公共機関等に次

のとおりの趣旨の公文を発送する等、「国家を当事者とする契約に関する法律一部改正

法律案」（李明洙議員代表発議）の趣旨を実現するため、努力しなければならない。  
○国際入札と関連する国家契約法改正案（過去の問題を未清算の日本企業に対する国

家発注入札制限、 ’10.8.27.李明洙議員代表発議）が国会で議論されたが、通商摩擦

等の素地があり、これを採択しないことに決定したところである。  
○これと関連し、貴機関は政府調達協定上の開放対象公共機関ではないため、国家契

約法第 4 条及び公企業・準政府機関契約事務規則第 4 条に基づき、原則的に国内業

者を対象に入札を実施しなければならず、契約の目的、性質等を考慮してやむを得

ず国際入札を実施する場合にも、上の国家契約法改正案の趣旨等を勘案し、契約業

務を処理してくださるよう願う。  
 
日本戦犯企業名簿（一次分 136 社） 

 9 月 16 日、同改正案を発議した李明洙議員らが「日本戦犯企業名簿」一次分 136 社

を発表した。同名簿の作成は、意見の採択を受けて、入札制限の対象を選定する目的

で行われたものであり、韓国政府の対日抗争期強制動員被害調査及び国外強制動員犠

牲者等支援委員会から提供された資料に基づき、李明洙議員等が任意に作成したもの

である。 
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